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アクサ生命について 

アクサ生命は AXAのメンバーカンパニーとして 1994年に設立されました。AXAが世界で培ってきた知識と経験を活かし、233万の

個人、2,200 の企業・団体のお客さまに、死亡保障や医療・がん保障、年金、資産形成などの幅広い商品を、多様な販売チャネルを

通じてお届けしています。2015年度には、2,747億円の保険金や年金、給付金等をお支払いしています。また、「アクサ損害保険」と

「アクサダイレクト生命」を連結する親会社として、子会社各社の経営管理・監督を行っています。 

 

AXAグループについて 

AXAは世界 64 ヶ国で 16万 6,000人の従業員を擁し、1億 300万人のお客さまにサービスを提供する、保険および資産運用分野

の世界的なリーディングカンパニーです。国際会計基準に基づく 2015 年度通期の売上は 990 億ユーロ、アンダーライング･アーニ

ングス（基本利益）は 56 億ユーロ、2015 年 12 月 31 日時点における運用資産総額は 1 兆 3,630億ユーロにのぼります。AXA は

ユーロネクスト・パリのコンパートメント A に上場しており、AXA の米国預託株式は OTC QX プラットフォームで取引され、ダウ・ジョ

ーンズ・サステナビリティ・インデックス（DJSI）や FTSE4GOOD などの国際的な主要 SRI インデックスの構成銘柄として採用されて

います。また、国連環境計画・金融イニシアチブ（UNEP FI）による「持続可能な保険原則」および「責任投資原則」に署名していま

す。 

 

～本件に関するお問い合わせは下記までお願いいたします～ 

アクサ生命保険株式会社 広報部 

電話：03-6737-7140  FAX：03-6737-5964 
http://www.axa.co.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

アクサ生命保険株式会社（本社：東京都港区、代表執行役社長兼CEO：ニック・レーン）は、2017年3月に全国の20代～

50代の800人の男女を対象に「将来のお金に関する意識調査」を実施しました。 

この調査は、働き盛り世代の長期資産形成を中心とした将来のお金に関する意識をインターネット調査によってお聞き

し、資産形成の実態や課題をまとめたものです。 

日本では、出生率の低下や高齢化などにより、社会保障財源を支える現役世代となる生産年齢人口の減少が進んで

います。また、自助努力に対する認識が浸透する中で、リタイア後の生活に向けた準備にも社会的な関心が高まって

います。 

 

調査結果からは、社会や自分自身・家族の将来に不安を感じているものの、不安解消のための十分な取り組みはでき

ていないという生活実態が浮き彫りとなりました。詳細は次ページ以降をご参照ください。 

 

アクサ生命は、日本の働き盛り世代の長期資産形成ニーズにお応えするために、平準払いの『アクサの「資産形成」の

変額保険 ユニット・リンク』（正式名称：ユニット･リンク保険（有期型））を2009年から販売しています。2015年には特別

勘定を追加し、2017年4月には死亡率と事業費を引き下げて特別勘定に繰り入れる金額の配分を引き上げるなど、総

合的な保険料率の見直しを行うことで、資産形成機能を強化しました。また、セミナー等を通じてセカンドライフに備える

ための情報提供や啓発活動にも取り組んでいます。 

 

アクサ生命は、今回の調査で得られた知見を活かし、お客さまの生涯に寄り添う「パートナー」として、社会環境の変化

やお客さまの保障ニーズの変化により良くお応えするために、革新的な商品やサービスを開発するとともに、最適なア

ドバイスやソリューションの提供に努めてまいります。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
2017年 3月 28日 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
  

アクサ生命、「将来のお金に関する意識調査」を実施 

～ 資産形成に長期戦略を。“0－ 30－50”は三大マイルストーンエイジ ～ 
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添付資料 

 

 “資産形成元年”－幅広い世代が抱える将来への不安－ 

かつてない低金利時代、将来への不安にどのように備えたらよいか？…今を生きる現役世代は悩み多き世代といえそ

うです。国土審議会の調査によれば、日本の総人口は、2004 年をピークに今後 100 年間で 100 年前（明治時代後半）

の水準に戻っていくことが予想されています。現役世代や若年層が減り続ける一方、2050 年には 65 歳以上の人口が

約 40％という未曽有の超高齢化社会を迎えます。 

 

 

 

 

現役世代が支払うお金（保険料）を引退した世代に“仕送り”することで成り立つ、いわゆる賦課方式による公的年金制

度に、少子高齢化は非常に大きな影響を与えます。現役世代を 20～64 歳とした場合、現在は約 2.6 人で 1 人の高齢

者を支えていますが、平成 50（2038）年には 1.5 人で 1 人を支えなければならなくなります。8.5 人で 1 人を支えていれ

ばよかった昭和 50（1975）年と比較すると、現役世代の負担がこれからも増大していくことがわかります。 

既に現役世代の保険料の負担増、年金の支給開始年齢引き上げ、マクロ経済スライドの発動など、公的年金制度を守

るためにさまざまな対策が取られています。 

 

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成 23年 2月 21日国土審議会政策部会長期展望委員会） 

＜URL＞http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/kokudo03_sg_000030.html 
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日本は…私は…家族は大丈夫？ 

約 8 割が将来への不安、最も不安を感じている年代は 40代 

 
アクサ生命が実施した「将来のお金に関する意識調査」によると、全体の実に 8 割近くが将来について「不安に感じて

いる」「やや不安に感じている」と回答しています。年代別にみていくと、最も不安を感じているのは 40 代、次いで 30 代、

50 代となっていますが、20 代でも 70％超が将来について「不安」「やや不安」と感じていることがわかりました。 

 

 

 

将来の社会保障や公的年金への不安が 6 割に 
 

将来の日本について不安に感じることは、「超高齢化社会に伴う社会保障サービスの低下」がトップで 61.9％、次いで

「公的年金の引き下げ」が 59.5％となっています。これらは年代が上がるほど不安に感じる人の割合が増え、リタイアメ

ントを控えた 50 代では、いずれも 70％近い人の将来に対する懸念材料となっています。 

若年層の 20 代でも半数以上が不安を感じており、世代共通の問題といえるでしょう。 
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Q.あなたは、日本社会や自分自身・家族などの将来について不安を感じていますか。 

不安に感じている やや不安に感じている どちらとも言えない 

あまり不安に感じていない 不安に感じていない 
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添付資料 

 

 
 

将来の不安解消に十分な取り組みができているは僅か 4.1％ 
 

80％近い人が将来に不安を感じているものの、実際にその不安解消のために十分な取り組みをしていると回答した人

は、わずか 4.1％にすぎませんでした。 

取り組みが十分ではないと感じている人、何かしらの自助努力は必要と思いながらも現在は何もしていない人を合わ

せると 83.2％になり、多くの人がセカンドライフへの備えが不十分であることがわかりました。 
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その他： 

不安に感

じているこ

とはない 

全体(n=800) 61.9 45.9 33.9 59.5 17.9 34.0 50.4 2.5 7.5

20代(n=200) 52.5 42.0 30.5 53.5 18.5 34.5 50.0 0.5 10.5

30代(n=200) 57.5 48.5 35.0 56.0 15.5 32.5 54.5 2.5 8.0

40代(n=200) 66.5 46.0 30.5 60.5 18.5 33.5 48.0 4.0 6.5

50代(n=200) 71.0 47.0 39.5 68.0 19.0 35.5 49.0 3.0 5.0
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Q.あなたが「将来の日本社会」について不安に感じていることはありますか。 

   次のうち、不安と感じることをお答えください。（いくつでも） 
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Q.あなたは、将来の不安を軽減・もしくは解消するために、何か取り組んでいますか。 

十分な取り組みをしている 

何かしら取り組んではいるが、十分

とは言えない 

現在は取り組んでいないが、今後

する予定はある 

取り組む予定はない 
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公的年金のみで安心だった老後はもう、今は昔の話。安心して充実したセカンドライフを過ごすためには、個人の自助

努力が〝待ったなし″の状況となっています。 

 

個人の自助努力を奨励するために国も動いており、2014 年にはＮＩＳＡの導入、2017 年 1 月には個人型確定拠出年金

の加入対象の拡大、金融庁による税制改正要望項目への長期の非課税期間を有する「積立 NISA」の創設要望等、個

人の資産形成を後押しする流れは加速しています。 

2016 年 9 月に金融庁が公表した「平成 27 事務年度 金融レポート」においても、『国民の安定的な資産形成の促進： 

「貯蓄から資産形成へ」』と題し、現役世代に対して、投資などによる自助努力での資産形成を促す内容が大きく取り上

げられています。 

 

将来の不安を軽減・解消するために何らかの準備をしている方にその準備手段を聞いたところ、最も多かった回答は

「生命保険・損害保険」55.4％、次いで、「住宅の確保」32.1％、「リスクのある金融資産への投資」30.7％となり、リスクが

ある金融資産への投資に対する意識も低くないことが伺えます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55.4 

32.1 

30.7 

28.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生命保険・損害保険への加入 

自分の住居の確保（住宅の購入） 

リスクのある（元本保証のない）金融資産 

（株式、投資信託、FX、外貨預金等）への投資 

元本保証の金融資産の購入（国債、定額預貯金） 

グラフ タイトル Q.将来の不安に対して取り組みをしていると答えた方へ -具体的に取り組んでいることをお答えください。 



 
 

6 

  

添付資料 

 

一方で、「リスクのある金融資産に投資していない」と答えた方に理由を聞いたところ、「金融商品の知識がないから」が

56.9％と、「元本保証がないから」の 32.6％を上回り、日本においては投資に対するリテラシーの向上が課題であること

が浮き彫りとなりました。 

金融商品の認知度を測る質問においても、普通預金や定期預金、定額型の生命保険といった元本保証のある金融商

品は認知度が高く、リスクのある金融商品ほど認知度が低下する傾向が見て取れます。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

金融商品の知識がないから 

元本が保証されないから 

投資に回す余裕資金がないから 

難しそうでギャンブル的な良くないイメージがあるから 

相場を見たり、投資の妥当性をチェックする時間がないから 

特に理由はない 

営業の勧誘が煩わしそうだから 

金融商品等が多くて自分で選択できないから 

金融機関に相談する時間がないから 

相談できる金融の窓口が近くにないから 

その他： 

Q. Q.あなたが「リスクのある（元本保証のない）金融資産への取り組み」をされていない理由をお答えください。

（いくつでも） 
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添付資料 

 

 
 

資産形成はもはや一部の富裕層のみがすることではありません。貯蓄だけでなく、投資信託や株式投資、保険などの

金融商品への関心も高まってきており、2017 年はまさに「個人の資産形成の拡大に向けて、長期戦略を確立すべき年」 

となりそうです。 

 

半数以上の人が定年退職後の備えはノープラン・ノーケアの状態 
 

今回の調査では、60％近くの人が「公的年金の引き下げ」に不安を感じると回答していますが、一方で、定年退職後の

収入を得るための準備状況を聞いたところ、「特に準備をしていない」と答えた人が 54.9％にもなっています。元本保証

がある金融商品での貯蓄、リスクがある金融商品への投資、雇用延長や再就職を視野に入れた準備をしていることが

一部には伺えるものの、半数以上が定年退職後の備えはノープラン・ノーケアの状態です。 

多くの人が公的年金に不安を抱きつつも、具体的に資産形成を始めるには至っていない状況であることがわかります。 
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1.普通預貯金(n=800) 

2.定期預貯金(n=800) 

3.生命保険（終身保険、養老保険、学資保険等の定

額型）(n=800) 

4.変額保険（運用成果によって受取金額が変わる

死亡保険）(n=800) 

5.定額個人年金保険（受取金額が決まっているタイ

プの年金）(n=800) 

6.変額個人年金保険（運用成果によって受取額が

変動するタイプの年金保険）(n=800) 

7.株式（国内株式・外国株式）(n=800) 

8.投資信託（積立型以外）(n=800) 

9.投資信託（積立型）(n=800) 

10.NISA口座（少額投資非課税制度）(n=800) 

11.個人型確定拠出年金（iDeCO）(n=800) 

Q. 

人に説明できるくらい理解している 人に説明できるほどではないが、だいたい知っている 

名前は知っている程度 知らない 

Q.預貯金や、資産運用等、金融商品に関わる商品や制度について、どの程度知っていますか。 
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では、具体的に資産形成に向けて踏み出すきっかけとなるのは何でしょうか。 

定年退職後の備えとして貯蓄を始めるきっかけとなった（またはきっかけとなりうる）出来事を聞いたところ、やはり自身

の就職や結婚、子供の誕生や独立など、比較的大きなライフイベントがきっかけとなっていることがわかります。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

預貯金による元本保証型の金融商品で貯蓄をしている 

リスクがあるがリターンが期待できる金融商品に投資している 

現在の勤務先でできるだけ雇用延長をしている 

定年退職後も再就職できるようにスキルアップ・人脈づくり等の準

備をしている 

既に定年退職している 

その他： 

特に準備をしていない 

Q.定年退職後の収入を得るために、現在どのような準備をしていますか。（いくつでも） 
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自身の就職や結婚 

自身や家族の病気・ケガ 

子供の誕生 

子供の就職や結婚（子供の独立） 

地震などの大規模災害が起きた時 

配偶者などの家族との死別 

公的年金のマスコミ報道 

勤め先の会社などの業績不振・倒産 

自身の昇進・昇格 

自身の離婚 

その他： 

特にない 

Q.あなたが、定年退職後の備えに貯蓄を始めることのきっかけとなった、 

またはこれからきっかけとなりうる出来事は何ですか。（いくつでも） 
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ライフプランの三大マイルストーンエイジ “0－30－50” 

「朝は四本足、昼は二本足、夕は三本足。この生き物は何か？」 

これは、ギリシャ神話に出てくる有名な謎かけです。答えは人間。人間の一生を一日に置き換え、重要なライフステー

ジである「誕生→成長→老後」をうまく表現しています。実際の人生ではもっと多くのライフステージがありますが、しっ

かりとした資産形成の基盤を作るには、ライフステージの変化を見据えてライフプランを練ることが必要です。 

 

老後の備えに限らず、それぞれのライフステージに合わせて不安要素は変化するもの。その対策も時期も 1 人 1 人さ

まざまですが、我が子が長い人生をスタートする「出生時の 0 歳」、転職や結婚・子育てなどの「環境の変化が多い 30

代」、リタイア後の生活を意識し始める「リタイアメントを控えた 50 代」はライフプランの設計・見直し、準備手段の選定

やリバランスを行う好機の年代といえるでしょう。 

何の変化もない時期にライフプランを意識することは難しいものですが、0 歳－30 代－50 代をライフプランの節目「三

大マイルストーンエイジ」と位置づけ、自分の人生のため、将来の安心のために資産形成の長期戦略を練る節目として

捉えていきたいものです。 

 

最後に、団塊のジュニア世代が40歳を超えてきました。この世代は、前述したとおり「老後に向けての不安をもっとも感

じている世代」である一方、老後までの期間に20年程度の時間を活用できる世代であるともいえます。 

その意味からも、時間を味方につけてお金を働かせる資産形成を真剣に検討すべき世代といえそうです。 

 

  

 


